




 

 

 

個 別 注 記 表 

 

 

I. 重要な会計方針に係る事項に関する注記 

 

１． 資産の評価基準及び評価方法 

（１） 有価証券の評価基準及び評価方法 

① 満期保有目的債券  償却原価法（定額法）によっております。 

② 子会社株式 移動平均法による原価法によっております。 

③ その他有価証券 

市場価格のない株式等以外のもの 

時価法によっております。 

（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原価は移動平均法に

より算出） 

市場価格のない株式等 

移動平均法による原価法によっております。 

 

（２） 棚卸資産の評価基準及び評価方法  最終仕入原価法によっております。 

 

２． 固定資産の減価償却の方法 

（１） 有形固定資産 

定率法によっております。ただし、鉄道事業固定資産の構築物のうち取替資

産については、取替法によっております。 

また、平成 10年 4月 1日以降取得した建物（建物附属設備を除く）及び平

成 28年 4月 1日以降に取得した建物附属設備並びに構築物については、定額

法によっております。 

 

（２） 無形固定資産 

     定額法によっております。 

 

３． 引当金の計上基準 

（１） 賞与引当金 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、将来の支給見込額のうち当期の負

担額を計上しております。 

 

（２） 退職給付引当金 

従業員の退職給付に備えるため、当事業年度末における退職給付債務（簡便法

による期末要支給額）に基づき、当事業年度末において発生していると認められ

る額を計上しております。 

   



 

 

 

（３） 役員退職慰労引当金 

役員の退職慰労金の支出に備えるため、内規に基づく期末要支給額を計上し

ております。 

 

（４） 車両修繕引当金 

鉄道に関する技術上の基準を定める省令（平成 13 年国土交通省令第 151 号）

第 90条に定める機関車全般検査の修繕費支出に備えるため、その修繕予定額を

見積り計上しております。 

 

４． 収益及び費用の計上基準 

約束した財又はサービスの支配が顧客に移転した時点で、当該財又はサービスと

交換に受け取ると見込まれる金額で収益を認識しております。 

また、顧客への財又はサービスの提供における役割(本人又は代理人)を判断し、本

人としての役割となる場合は総額で収益を認識し、代理人としての役割となる場合

は純額で収益を認識することとしております。 

 

５． 工事負担金等の会計処理の方法 

固定資産の取得のために国庫補助金、工事負担金等より受け入れた工事負担金等

は、工事完成時に当該工事負担金等相当額を、固定資産の取得原価から直接減額して

計上しております。 

 

 

II. 貸借対照表に関する注記 

 

１．有形固定資産の減価償却累計額          4,648,944千円 

 

２． 関係会社に対する金銭債権及び金銭債務  

短期金銭債権 475,538千円 

短期金銭債務 192,281千円 

 

３． 固定資産の科目ごとの総額 

有形固定資産 3,071,662千円 

土 地 1,213,503千円 建 物 1,102,854千円 

構築物 615,693千円 車 両 108,845千円 

その他 30,765千円   

無形固定資産 12,438千円 

  

４． 固定資産の取得原価から直接減額された工事負担金等累計額 

429,198千円 

 

 



 

 

 

III. 税効果会計に関する注記 

 

繰延税金資産の発生の主な原因は、退職給付引当金、賞与引当金等の否認であり、評

価性引当額 110,353千円を控除しております。 

 

 

IV. 関連当事者との取引に関する注記 

 

１． 親会社及び法人主要株主等 

                       （単位：千円） 

属 性 会社等の名称 
議決権等の

被所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

その他の 

関係会社 

日本貨物鉄道 

株式会社 
39.45％ 

業務受託 貨物駅業務の受託他 1,920,577 未収金 421,373 

出向社員の受入他 人件費の負担他 308,292 未払金 20,537 

連絡運輸 貨物連絡運輸の精算 1,757,517 
預り連

絡運賃 
163,835 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) 貨物駅業務受託、出向社員の受入、連絡運輸については、日本貨物鉄道株式会社よ

り提示された条件を基礎として交渉のうえ、決定しております。 

(2) 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消

費税等を含めております。 

 

２．兄弟会社等 

（単位：千円） 

属 性 会社等の名称 
議決権等の 

被所有割合 

関連当事者 

との関係 
取引の内容 取引金額 科 目 期末残高 

その他の

関係会社

の子会社 

ジェイアール

エフ商事 

株式会社 

― 

SE支援等 受託料の収受 6,400 未収金 3,520 

鉄道用品等の購買 まくら木等購入 9,855 未払金 32 

資金の貸付 利息の受取 3,999 長期貸付金 1,000,000 

日本オイル 

ターミナル 

株式会社 

― 貨物運送の引受け 運賃の収受 1,991,659 未収運賃 189,700 

 

（注）取引条件及び取引条件の決定方針等 

(1) まくら木等の購入については、市場相場を勘案して決定しております。 

(2) 収受運賃については、貨物連絡運輸約款に基づく協定により決定しております。 

(3) 資金の貸付利率については、市場金利を勘案して合理的に決定しております。 

(4) 上記の金額のうち、取引金額には消費税等が含まれておりません。期末残高には消

費税等を含めております。 

 



 

 

 

 

V. １株当たり情報に関する注記 

 

１．1株当たり純資産額 3,099円 20銭 

  

２．1株当たり当期純利益 96円 59銭 

  

 

VI. 重要な後発事象に関する注記 

   該当事項はありません。 

 

 

 


